共同受注窓口事業実施運営要領
平成２７年４月１日制定
社会福祉法人　岩手県社会福祉協議会
第１節　共通

１　目的
　　　この要領は、岩手県社会福祉協議会（以下、「県社協」という）が、平成２２年度から取り組んできた障がい者福祉施設（以下、「事業所」という）授産製品取扱い事業を、新たに自主運営による共同受注窓口事業として実施するにあたり、その業務を行う共同受注センター（以下、「センター」という）の運営管理のために必要な事項を定める。
　　　また、事業所が製作する製品を販売先に販売する業務をセンターに委託する「販売業務委託」に関すること、及びセンターが官公庁等から受託した役務・受託業務を事業所に委託する「役務・請負業務委託」に関することについて必要な事項を定める。
　　　なお，県社協は，必要に応じ要領等の改正を行った場合，改正内容を速やかに事業所に通知するものとする。
２　共同受注窓口事業への参加
　　　事業所は、事業所が製作した製品を販売先に販売する業務をセンターに委託する場合は、県社協と「販売業務委託契約書」を締結すること、また県社協が官公庁等から受託した役務・請負業務の受託をする場合は、県社協と「役務・請負業務委託契約書」を締結することをもって、共同受注窓口事業へ参加したものとする。
３　センターの位置付け

　　　県社協は、自主運営による共同受注窓口事業を実施するにあたり、その具体的業務を行う組織としてセンターを設置する。

４　センターへの加入手続き
　　(1) 事業所は、「加入申込書」（様式１号）を県社協に提出し、県社協と「販売業務委託契約書」及び「役務・請負業務委託契約書」を締結することにより加入する。
　　(2) 「加入申込書」（様式１号）には「事業所登録シート」（様式２号）を添付する。
　　(3) また、「事業所登録シート」（様式２号）には、「販売業務委託契約書」第４条（対象製品の基準）に規定する基準を満たしていることを確認できる書類を添付する。

第２節　販売業務委託
５　販売業務委託の内容
　　　事業所がセンターに委託する業務は、事業所が製作する製品のＰＲ、製品の販売先への委託販売または直接販売、販売代金の決済、及びそれに付随する業務とする。

６　委託業務の範囲
　　　次のとおりとする。
　　(1) 事業所製品の紹介業務
　　(2) 事業所製品の直接販売の仲介業務
　　(3) 事業所製品の委託販売の仲介業務
　　(4) 事業所製品販売代金の決済業務
　　(5) その他前項に関連する業務
７　販売委託製品の届出
　　(1) 対象製品は、事業所が取り扱う製品のうち、共同受注販売による食品、雑貨製品とし、製品を拡大する場合は後述する運営委員会の協議により決定することとする。

　　(2) 事業所は、「商品登録一覧表」（様式３号）及び「個別商品登録シート」（様式４号）により、取り扱う製品の原材料・形状・保存方法・写真等の内容、価格等の販売条件などをセンターに届け出るものとし、また変更があった場合は速やかに変更届を提出する。
８　販売委託製品の価格改定

　　　販売委託製品の価格改定は、原則として年度単位に実施することとし、事業所は当該年度開始までにセンターに変更届（「商品登録一覧表」（様式３号）を流用）を提出する。

９　販売委託製品の基準
　　(1) ＰＬ保険（生産物賠償責任保険）への加入を必須とする。

　　(2) ＪＡＮコードの付加を必須とする。

　　(3) 食品について、食品衛生法、ＪＡＳ法及び食品表示法、景品表示法に基づく表示を必須とする。

　　(4) 製品の表示が虚偽・誇大など不当表示でないこと、また第三者の商号・容器・包装等と同一もしくは類似のものでないことなど、景品表示法及び不正競争防止法に違反していないこと。

　　(5) 原材料・品質・機能・表示・安全性・製造方法その他について、作業手順書等を定め、それに適合するものであること。

10　常設販売先での販売募集
　　(1) 常設販売先での販売について、センターは事業所に対して年度毎に参加を募ることとし、事業所の参加を確認したうえで、常設販売先との契約を行うものとする。
　　(2) 常設販売先との契約は、年度毎の更改を基本とし、センターは参加事業所の名簿、販売製品をもって、卸価格、販売委託手数料率等を交渉のうえ決定し、その結果を事業所に通知するものとする。
　　(3) 年度途中の新規の常設販売先についても、前号と同様とする。

　　(4) センターは、常設販売先の拡大に努めるものとする。

11　固定利用料・販売手数料
　　　事業所は、共同受注センターの運営のため、次の各号のとおり固定利用料及び販売手数料を負担する。

(1)  固定利用料は、販売実績に関わらずセンター利用料として年額固定とし、その額は「販売業務委託契約書」別表「販売業務に関する固定利用料金及び販売手数料料率表」で
定める。
(2) 販売手数料は、販売実績に応じた手数料とし、委託販売の場合は売上額の委託販売手数料率、直接販売の場合は売上価格に対する仕入値引き率を掛けて求める。
　　　　料率は、「販売業務委託契約書」別表「販売業務に関する固定利用料金及び販売手数料料率表」で定める。

　　(3) 製品の紹介・ＰＲ等に関する一時的な費用については、県社協の斡旋により事業所の個別応益負担とする。

12　固定利用料・販売手数料の改定
　　　固定利用料並びに販売手数料算定のための委託販売手数料率及び直接販売仕入値引き率については、後述する運営委員会の協議を踏まえ、毎年度見直しを行うこととし、改定を行う場合は固定利用料・販売手数料について「販売業務委託契約書」別表の覚書を取り交わすものとする。

13　販売代金の精算
　　(1) センターは、毎月末を締切日とし、当該月内に事業所から委託され販売した製品の売上額を集計し、前記の手数料を差引いて「販売報告書兼支払通知書」（様式５号）を発行する。
　　　　なお、消費税は小数点以下１桁目を四捨五入して計算し、外税表示とする。

　　(2) センターは、代金の精算額を所定の日までに事業所が指定する金融機関の口座に振り込む。

14　責任の範囲
　　　事業所は、県社協と連携して各種の保証及び義務の履行にあたる責務を負う。
　　　ただし、販売先に対して引き渡された製品の製造瑕疵、又は前記の販売委託製品の基準を満たさなかったことによって生じた損害については、事業所がその責務を負う。
第３節　役務・請負業務委託

15　委託業務の範囲
　　　センターは、官公庁等から役務・請負業務を受託する場合は、事業所と受託可能範囲内の業務であるか否かを事前協議した上で、県社協が定める「役務・請負業務仕様書 兼 請書」（様式６号）及び「役務・請負業務発注書」（様式７号）を事業所に提示して業務の範囲を特定し、事業所に業務を委託する。
16　委託業務完了報告
　　(1) 事業所は、委託業務が完了した場合には、「役務・請負業務完了報告書」（様式８号）及び「役務・請負業務委託料請求書」（様式９号）を速やかにセンターに提出するものとする。

　　(2) センターは、前号の規定による書類を受理した場合は、当該書類を審査し、必要に応じて実地調査を行う。

17　委託業務結果の適合評価
　　(1) センターは、「役務・請負業務完了報告書」（様式８号）を受理した後、委託業務の実施状況がこの契約に適合しないと認めるときは、これを適合させるための措置を取るよう事業所に対して指示する。

　　(2) 事業所は、前号の規定による指示に従って措置をした後、その結果をセンターに報告するものとする。

18　業務委託手数料
　　(1) 事業所は、共同受注センターの運営のため、委託金総額に委託手数料率を掛けて求めた
委託手数料を負担するものとする。

　　(2) 委託手数料率は、センターが事業所に提示する「役務・請負業務仕様書」（様式６号）に明示する。

19　業務委託料の支払い
　　　前述の適合評価を行った後、センターは業務委託手数料を差し引いた上で、事業所が指定する金融機関の口座に振り込む方法によって委託料を支払う。なお、消費税は小数点以下１桁目を四捨五入して計算し、外税表示とする。

20　再委託
　　　事業所は、本業務を第三者に再委託してはならない。ただし、センターが承諾した時は、その限りではない。

21　損害賠償
　　　委託事業の実施に関し発生した損害（第三者に及ぼした損害を含む。）は、事業所が負担するものとする。ただし、その損害の発生がセンターの責めに帰すべき事由による場合は、この限りではない。

22　作業遅延違約金
　　　センターは、事業所がセンターの定める期間内に契約を履行しない場合は、遅延日数に応じ、違約金を徴収することができるものとする。
第４節　運営会議体

23　運営委員会

　　　共同受注窓口事業の効果的な運営に資するため、運営委員会を設置する。

24　運営委員会の所掌事項

　　　運営委員会の所掌事項は、次のとおりとする。

　　(1) 共同受注拡大方策の検討
　　(2) 共同受注に関連するコンプライアンス対策
　　(3) 販売業務の固定利用料・販売手数料の改定に係る協議
　　(4) その他必要事項の協議
25　運営委員会の構成
　　(1) 運営委員は7名以内で構成し、加入事業所の中から県社協が委嘱する。
　　(2) 運営委員会に、委員長、副委員長を置く。
　　(3) 委員長は、障がい者福祉協議会社会就労部会の部会長の職にある者とする。
　　(4) 副委員長は、障がい者福祉協議会社会就労部会の副部会長の職にある者とする。

　　(5) 委員長は、会議の議長となる。

　　(6) 委員長に事故あるときは、副委員長がその職務を代理する。

26　委員の任期
　　(1) 委員の任期は２年間とする。

　　(2) 欠員が生じたときの後任委員の任期は、前任者の残任期間とする。

27　委員会の運営
　　(1) 委員会は、県社協会長が招集する。

　　(2) 委員会は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。

　　(3) 委員長は、必要と認めるときには、会議に委員以外の者の出席を求め、説明又は意見を聴くことができる。

第５節　運営評価

28　運営評価会議

　　　センターは、毎月一定日に、その当該月の販売実績、課題解決に向けた取組み等について検討する運営評価会議を行い、共同受注窓口事業の持続化・定着化を図る。
29　拡大運営評価会議

　　　県社協は、年２回上期・下期に分けて参加事業者を含めた拡大運営評価会議を開催し、共同受注窓口事業の運営改善、販売拡大の方策等について協議する。

第６節　異例処理

30　契約の解除
　　　事業所が次の各号のいずれかに該当する場合には、県社協は事業所に何らの告知を要せず直ちに締結済の契約を解除することができるものとする。

　　(1) 主務官庁から営業の取り消し又は営業の停止処分を受けたとき。

　　(2) 廃業、解散、または他の法人に合併されたとき。

　　(3) その他、契約書の各条項に違反し、本事業の円滑な運営を妨げたとき。

31　苦情処理
　　　業務の遂行において苦情を受けた場合は、県社協及び事業所は誠意をもって速やかに苦情処理に当たるものとする。
第７節　その他

32　機密保持
　　　事業所の委託事業に従事している者は、委託事業の実施に関し知り得た秘密を漏らし、または不当な目的に使用してはならない。

33　契約の期間
　　「販売業務委託契約書」及び「役務・請負業務委託契約書」の有効期間は、契約締結の日から当該年度の３月３１日までとする。

　　　以降、県社協または事業所から文書による別段の意思表示がない場合は、1年間契約更新するものとし、以後も同様とする。
34　その他
　　　本要領に定めのない事項または本要領の内容等に疑義が生じた場合には、県社協及び事業所が誠意をもって協議し、解決を図るものとする。
附則

　　　この要領は平成２７年４月１日から施行する。
　　　この要領は平成２７年４月２０日から施行する
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